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Abstract: By focusing on the executive institutions of the Palestinian 
Authority (PA), this article aims to explain why the conflict between 
Fatah and Hamas became so intense as to reach a split in the PA after 
the victory of Hamas in the parliamentary elections. Acknowledging the 
fundamental importance of the international factors or the stateness(less) 
of Palestine broached in previous research, the article focuses on the 
institutional factors of the PA, namely the executive institutions as the 
factor fostering conflict between Fatah and Hamas. Previous research 
did not address the reason why such destabilizing institutions were 
introduced. Thus, the article pays particular attention to the “limits of 
institutional design,” and considers the period during which the 
institutions were formed. Only though this effort is it possible to 
demonstrate whether the institutions functioned as intended or they 
caused unintentional consequences, and if so, what factors brought about 
such consequences. First, the article outlines the mechanisms of semi-
presidentialism and its subtypes, and discusses the challenges that 
emerge under such institutions. Then, the article traces the process of the 
institutional formation of the PA, and analyzes the intentions at that time 
as well as the actual consequences. Based on these discussions, the 
article demonstrates the role played by institutions in the process of 
escalating confrontation between Fatah and Hamas, utilizing the period 
between January 2006 and June 2007 as a case study. 
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パレスチナの政治変動は執政制度の役割にいかに
影響したか：ハマース政権樹立から自治政府の分
裂に至る政治過程（2006~2007年）を事例に 

清水 雅子 

 

 

【要旨】本稿の目的は、ハマースが議会選挙に勝利した後のパレスチナ
で、なぜパレスチナ自治政府（PA）の分裂に至るほどハマース・ファタ
ハ間の対立が激化したのか、という問いについて、PAの執政制度に着目
して一つの説明を提示することである。本稿は、この問いにアプローチ
する先行研究の多くが扱ってきた国際的要因ないしパレスチナの国家性
問題の基本的重要性を認めた上で、PAの制度的要因、すなわちハマー
ス・ファタハ間の対立を助長したものとしての執政制度に着目する。先
行研究では、なぜそのような不安定をもたらしうる制度が導入されたの
かという視点が抜け落ちていた。そこで本稿は、制度設計の限界という
視点に着目し、制度が形成される時期にさかのぼって考察する。その作
業を通してのみ、制度は意図通りに機能したのか、それとも意図せざる
結果を生み出したのか、そして、もし意図せざる帰結を生んだのである
ならばその要因は何だったのかを明らかにすることができる。本稿はま
ず、半大統領制とその下位類型のメカニズムを概観し、そこで生じうる
課題について論じる。次に、PAにおける執政制度の形成過程を追跡し、
その際の意図と実際の帰結について分析する。その上で、2006年1月から
2007年6月までの時期を事例とし、対立が激化する過程で執政制度が果た
した役割について明らかにする。 

 

【キーワード】パレスチナ自治政府（PA）、執政制度、半大統領制、
大統領議院内閣制、制度設計の限界、パレスチナ立法評議会（PLC）、フ
ァタハ、ハマース 



AGLOS: Journal of Area-Based Global Studies 

Masako Shimizu  清水 雅子 5 

1. はじめに  
1.1. パレスチナ自治政府の分裂  
本稿の目的は、ハマース（Ḥamās; 正式名称「イスラーム抵抗運動
（Ḥaraka al-Muqāwama al-Islāmīya）」）が議会選挙に勝利した後のパレス
チナで、なぜパレスチナ自治政府（ Sulṭa al-Waṭanīya al-Filasṭīnīya; 
Palestinian Authority; PA）の分裂に至るほどハマース・ファタハ（Fataḥ; 
正式名称「パレスチナ解放運動（Ḥaraka al-Taḥrīr al-Waṭanī al-Filasṭīnī）」）
間の対立が激化したのかという問いについて、PAの執政制度に着目して
一つの説明を提示することである。 

1993年、パレスチナの抵抗運動の中核を担ってきたパレスチナ解放
機構（Munaẓẓama al-Taḥrīr al-Filasṭīnīya; Palestine Liberation Organization; 
PLO）とイスラエル政府との間で暫定自治合意（「オスロ合意」）が締結
され、翌年それに基づいてPAが結成された。96年にはPAの大統領およ
び立法府にあたるパレスチナ立法評議会（al-Majlis al-Tashrī‘ī al-Filasṭīnī; 
Palestinian Legislative Council; PLC）の第1回選挙が行われ、パレスチナ人
自身や研究者からはパレスチナで初の民主主義の試みとも評された。し

かし、イスラエルとの和平および暫定自治の枠組みに反対する諸派が不

参加のまま選挙が開催され、PLOの主流派であったファタハが大統領職
を占め、かつ議会をほぼ独占する結果となったため、一党支配につなが

るのではないかという懸念も表明された。2000年に、第2次インティフ
ァーダ（アクサー・インティファーダ; Intifāḍa al-Aqṣā; 対イスラエル民
衆蜂起）が激化して以降の過程を経て、和平・自治反対派のハマースが

台頭すると、PA大統領はハマースを議会に参加させることを通じて、腐
敗で人々の支持を失ったPAの権威を回復させようと試みた。2005年には、
ハマースら、和平・自治反対派の選挙参加が決定し、2006年の第2回PLC
選挙ではハマースが議席の過半数を獲得することとなった。こうした動

きは、国際監視団の監視の下、自由で公正に行われたと評価された選挙

における野党（側）の勝利であり、フリーダム・ハウスは、自治区にお

ける政治的権利を5から4へ格上げした（Freedom House 2007）。 

しかし、ハマースの勝利に対する国際的なレベルでの反応として、

国際社会によるPAへの直接援助およびイスラエル政府によるパレスチナ
人の関税・付加価値税の返還が停止され、PAの行政は麻痺した。ローカ
ルなレベルでは、ハマースとファタハの間の緊張の高まりから武力衝突

が頻発し、2007年3月に一度挙国一致内閣が成立したものの、同年6月の
ハマース軍事部門によるガザ制圧へとつながっていった。それを受けて、

ファタハのマフムード・アッバース（Maḥmūd ‘Abbās）PA大統領は、ハ
マースのイスマーイール・ハニーヤ（Ismā‘īl Hanīya）首相を解任し、西
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岸地区に新たな内閣を結成した。ここで、PAは分裂し、事実上二つの実
効政府ができることになった。 

 
1.2. 先行研究の問題点と課題の所在  
以前から存在したハマース・ファタハ間の対立がハマースの勝利後にPA
の分裂に至るほど激化したことについては、様々な議論がなされてきた。

最も主流となっている研究は、イスラエルとアメリカの介入という外的

要因への着目から出発し、国家性の欠如というパレスチナ問題の構造へ

帰着するものである。すなわち、イスラエルと国際社会が民主的に選ば

れた政府を拒否し、ファタハ・ハマース間で形成された勢力均衡を意図

的に崩したために、対立が激化した。そしてそのことは、そうした状況

を可能にするオスロ（和平プロセス）体制の根本的欠陥に起因する、と

いうものである（e.g. Longo and Lust 2011 iFirst; Milton-Edwards 2005; 
Tuastad 2010; Turner 2006）。 

こうした研究が明らかにした、国際的な要因とパレスチナ内部の要

因との複数のレベルの相関関係は、2006年から2007年の危機を説明する
上で極めて重要であるといえる。他方、PAの政治制度はこれまであまり
注目を集めてこなかった。それは、紛争下で不安定なパレスチナの事例

においては、「制度はあって無いようなもの」という通念が優勢であっ

たからと考えられる。ところが近年、上述の要因の重要性を認めた上で、

パレスチナの政治制度要因に着目した研究がなされている。 

Cavatorta and Elgie（2010）は、PAの分裂に関して、PAの執政制度、
特に半大統領制のメカニズムがPAの統治の問題に寄与した程度を分析し
た。PAは半大統領制の中でも、より不安定を招きやすい下位類型、すな
わち大統領議院内閣制（大統領が首相を解任する権限を持つ；後述）を

採用していた。そこで著者たちは、「権力のより明白な分立が採用され

ていたら、二つのアクターにとってパレスチナ人の意思の唯一の代表性

を主張する治安勢力を創設することはずっと困難になっていただろう。

かわりに、二つの権力中枢の創出は二極化を制度化し、内戦への基盤を

もたらしたのである」（Cavatorta and Elgie 2010, 36）と述べた。このよう
に著者たちの議論では、執政制度がファタハとハマースの間の対立の激

化、PAの不安定から分裂へ影響を及ぼしたことを論証している。紛争下
で不安定であるパレスチナにおける政治過程にも実は半大統領制という

制度が持つ一般的なメカニズムによって説明できる部分もあるというこ

とを指摘したという点で、この研究は新しく、高く評価できるものであ

ろう。 

しかし、重要な課題も残されている。著者たちは、「そのような不

安定を招きうる制度は、なぜ、誰によって導入されたのか」という点に



AGLOS: Journal of Area-Based Global Studies 

Masako Shimizu  清水 雅子 7 

着目していない。さらに、そこから派生する問いは、導入された制度は、

当初の意図どおりに機能したのだろうか、それとも意図せざる結果を招

いたのだろうか、もしそうであるならばその要因は何だったのか、とい

うものである。 

 
制度はなぜ作られたのか――制度設計の限界  
この課題に取り組むにあたり本稿が着目するのは、政治学における新制

度論1の方法をめぐる議論の中で提示されている「制度設計の限界」とい

う視点（ピアソン 2010）である。 

ピアソン（2010, 135-73）は、合理的選択制度論は、「個人や集団と
してのアクターによる政治制度の選択に着目し、アクターが特定の制度

設計から得られると期待できる利得に言及して説明をつくりあげる」、す

なわち「アクター中心機能主義」を一般的に用いていると指摘する。そ

して同アプローチに基づく「合理的制度設計論のもっとも簡潔なかたち

は、目的意識をもち、効率の良さを重視するアクターが先を見通した意

図的な選択によって制度を選択するという議論である」とし、（ピアソン 
2010, 142-43）こうしたアプローチは以下のような限界を持つと提示する
（ピアソン 2010, 142-60）。①制度は多様な効果をもつ。②制度設計者は
効率の良さを考えて行動しないかもしれない。③制度設計者の時間的射

程は短いかもしれない。④制度は予期しない効果を発揮するかもしれな

い。⑤制度の継続性と環境の変化。⑥アクターの断絶性という問題。 

パレスチナの事例を考える上で、こうした制度設計の限界という視

点は有用な示唆を与えてくれる。ピアソンが批判の目を向けているアク

ター中心機能主義の観点からは、PAの半大統領制の存在は制度設計者の
意図に適うものと捉えることになる。すなわち、2006年1月以降のPAの
不安定を助長したといいうる半大統領制が存在するのは、（後に見るよ

うに）PAの体制内反対派がPA大統領の権限をバランスさせる上で首相
職の存在が役に立つから、という解釈になろう。しかし実際には、制度

は彼ら設計者の意図通りに大統領の権限をバランスさせたわけではなく、

また、制度が継続する間に変化した政治社会的状況から大統領と首相の

職を担うアクターは同一の党から反対する2つの党へと変わっており、
                                                
1 政治学における新制度論（new institutionalism）は、以前の2つの研究アプローチ、すな
わち①1950年代から70年代に台頭した行動論／行動主義（behaviorism）および②（旧）
制度論に対抗するアプローチとして80年代以降台頭し、今日の政治学研究の主流ともい
えるアプローチである。特に以前の制度研究が行っていた静態的な憲法研究ではなく、
制度とアクターの相互作用に着目した動態的な制度研究を目指している。主要な課題は、
制度の帰結や制度の形成への説明にあり、合理的選択制度論、歴史的制度論、社会学的
制度論などの潮流が存在する。 
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大統領と首相の対立の影響が両部門の間にとどまらなかった。そのため、

制度の帰結に着目して2006年1月以降の展開を分析する（e.g. Cavatorta 
and Elgie 2010）のにとどまらず、以上の制度設計の限界を認識し、時間
的射程を広げて制度の起源と制度の帰結の両方を動態的に捉えることこ

そが、2006年1月以降の過程を説明する上で肝要であろう。 

 
1.3. 本稿の方法論  
第1に、本稿はパレスチナ政治を比較政治学的に、特に執政制度に着目
して分析する。パレスチナの事例については、半大統領制という執政制

度の一般的議論の中で論じることができるのかという懸念も考えられる。

確かにPAは国家ではなく、国家樹立に向かうものと断定できるものでさ
えなく、また確立した民主主義が続いてきたとも言えない。それでもな

お、PAは少なくともヨルダン川西岸地区の一部とガザ地区を実効支配す
る政府であること、そして、半大統領制の議論は確立した民主主義諸国

のみならず新たに民主主義が導入されつつある多くの国々を対象として

理論を発展させてきたことに鑑みれば、半大統領制の一般的議論の中で

パレスチナの事例を論じることには一定の妥当性があるといえよう。ま

た、PAの基本法（al-Qānūn al-Asāsī）は、暫定的な憲法として扱うこと
ができる。 

第2に、その際、先行研究とは異なり、制度が形成された時の過程、
意図に目を配り、制度設計の限界に着目して説明に生かす。特に、PAが
結成されて以降に出現した対立軸と、制度を変えようと試みた勢力の動

向に着目する。これを分析することにより、2006年以降のPAの危機が、
制度によって助長されたならば、それは制度が形成された時の意図と異

なってどのような帰結を招いたのかを論じることが可能となる。 

第3に、本稿は政治文書、新聞等の一次資料の解析に依拠して以上
の作業を行う。第3節以降の事実関係に関する記述は、特別に記載しな
い限りハヤート紙（al-Ḥayā）に依拠する。公式文書等の全文については
アイヤーム紙（al-Ayyām）を用いる。 

以下では、第2節において半大統領制とその下位類型のメカニズム
を概観し、そこで生じうる課題について論じる。第3節では、PAにおけ
る執政制度の形成過程を追跡し、どのような意図で制度が導入されたの

か、そしてそれがファタハ政権下でどのように機能したのかについて分

析する。その上で、第4節で2006年1月から2007年6月までの時期を事例
とし、対立が激化する過程において執政制度が果たした役割について明

らかにする。 
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なお、本稿はPAの分裂を説明する上で米国を中心とする国際社会と
イスラエルの介入という国際的要因が重要ではないと主張するものでは

なく、そうした要因の基本的な重要性を認めた上で、これまで十分に議

論されず、かつ謎を残している制度的要因に着目するものである。 

 

 

2. 半大統領制と政治的安定――二つの下位類型  
2.1. 半大統領制とその下位類型――首相大統領制と大統領議院
内閣制  
比較政治学における近年の執政制度研究は、1980年代以降の新制度論の
台頭の中で発展してきた。そして比較執政制度研究が最も関心を寄せて

きたのは、ある特定の制度が政治的安定にいかなる影響を及ぼすかとい

う問題であった。 

大統領制と議院内閣制が執政制度における「純粋な」類型、理念型

であるならば、半大統領制（Semi-Presidentialism）は多様に存在するハ
イブリッドの中でも特に顕著な類型として提示されてきた2。よく知られ

ているように、半大統領制は大統領制と議院内閣制の中間的性格を持つ

のではなく、独自のメカニズムを持つと考えられる。半大統領制という

概念の起源は、フランス第五共和政の性質と政治的パフォーマンスを説

明しようとしたモーリス・デュベルジェの研究（Duverger 1980）にさか
のぼる。定義をめぐる論争は今日も続いているが、それでもなお、彼に

よる最初で影響力のある定義は、修正を試みられながら一般的な定義と

して理解されてきた。そのため、シュガート（Shugart 2006）は、The 
Oxford Handbook of Political Institutions（Rhodes et al. 2006）において、デ
ュべルジェの定義に修正を加えて、半大統領制は以下の3つの特徴によ
って定義されうるとした（Shugart 2006, 349）。 

 

（1） 人民に選出された大統領 
（2） その大統領は無視できない憲法上の権限を有する 
（3） 議会多数派の信任に依存する首相と内閣もまた存在する 

 

この定義はよく引用されているものであると共に、半大統領制に対

する一般的な理解に近いと考えられるため、本稿は半大統領制を以上の

                                                
2 半大統領制を含む比較執政制度論の研究史については、以下などを参照（Elgie 1999; 
2007; 2011; Shugart 2006; 建林・曽我・待鳥 2008; 粕谷 2010）。 
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定義に従って理解する。他方、デュベルジェ以来の研究者が認識してき

たように、半大統領制は事例によって極めて多様である。そのため、こ

の類型が分析上の有効性を持っているかが論争の的となってきた。 

そこで、半大統領制の下位類型を設定しようとしたのがシュガート

とカレイの執政制度研究（Shugart and Carey 1992）である。同研究は、
大統領を持つ政治体制における大統領と議会の関係を体系的に論じよう

と試みたものである。その中で彼らは、デュベルジェの認識に疑問を呈

し、首相大統領制（ Premier-Presidentialism）と大統領議院内閣制
（President-Parliamentarism）という新たな概念を提示した3。のちにシュ

ガート（Shugart 2005）は、これら2つの体制類型を、半大統領制の最も
顕著な2つの下位類型として扱っている。 

シュガートとカレイによれば、首相大統領制とは、デュベルジェの

半大統領制の定義を援用して以下のように定義される。首相大統領制の

もとでは（Shugart and Carey 1992, 23）、 

 

（1） 大統領は人民の投票によって選出される 
（2） 大統領は無視できない権力（considerable powers）を持つ 
（3） 議会の信任に依存する首相と内閣もまた存在し、それらは執政府の

役割を果たす 
 

その上で、大統領と議会の両方が内閣の構成への権限を有している

「大統領議院内閣制」を定義している（Shugart and Carey 1992, 24）。 

 

（1） 大統領の人民による選出 
（2） 大統領は内閣の閣僚を任命し、解任する。 
（3） 内閣の閣僚は議会の信任に依存する。 
（4） 大統領は議会を解散するか、あるいは立法を行う権限、あるいはそ

の両方の権限を持つ 
 

以上の首相大統領制と大統領議院内閣制との違いは以下の図1のよ
うに示すことができる。シュガート（Shugart 2005）は、次項で論じるよ

                                                
3 この下位類型には批判も存在する。そこでは、この分類は公式の制度によって分けるも
のだが、憲法上の権限があっても実際にはほとんど行使しない（行使することが考えら
れない）事例もあるといった問題が挙げられている（e.g. Sartori 1994; Siaroff 2003）。 
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うに、こうした二つの下位類型が政治的振る舞いに与える影響を分析し

ている4。 

図1 半大統領制の下位類型：Shugart（2005, 332）をもとに筆者作成 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2. 政治的安定との関係  
半大統領制は今日多くの諸国で採用されているものの、その中で政治的

安定が脅かされている事例があり、同制度は様々な形で批判されてきた5。

                                                
4 Elgie（2011, 29）は、首相大統領制の事例としてアルジェリア、アルメニア（2006-）、
ブルガリア、ブルキナファソ（1970-1974）、カメルーン、カーボベルデ、チャド、コン
ゴ共和国、クロアチア（2001-）、コンゴ民主共和国、エジプト、フィンランド、フラン
ス、ハイチ、アイルランド、ケニア、リトアニア、マケドニア、マダガスカル（1992-
1995）、マリ、モーリタニア（1991-2005）、モルドヴァ、モンゴル、モンテネグロ、ニジ
ェール、ポーランド、ポルトガル（1983-）、ルーマニア、サントメ・プリンシペ（2003-
）、セネガル（1991-2000）、セルビア、スロヴァキア、スロヴェニア、東ティモール、ト
ーゴ、トルコ、ウクライナ（2007-）を挙げている。また、大統領議院内閣制の例として
アンゴラ、アルメニア（1995-2005）、オーストリア、アゼルバイジャン、ベラルーシ、
ブルキナファソ（1978-1983, 1991~）、ブルンジ、中央アフリカ、コモロ、クロアチア
（1991-2000）、キューバ、ガボン、グルジア、ワイマール・ドイツ、ギネアビサウ、ア
イスランド、カザフスタン、キルギスタン、マダガスカル（1996-2009）、モーリタニア
（2006-8, 2009-）、モザンビーク、ナミビア、ペルー、ポルトガル（1976-1982）、ロシア、
ルワンダ、サントメ・プリンシペ（1990-2002）、セネガル（1970-83, 2001-）、南ベトナム、
スリランカ、台湾、タンザニア、チュニジア、トルコ、ウクライナ（1996-2006）、イエ
メンを挙げている。 
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半大統領制およびその下位類型の下では、政治的安定をめぐっていかな

る問題が生じうるのだろうか。 

半大統領制一般において生じうる第1の問題は、執政府内に二つの
競合するアクターが存在するという、「二重執政府（dual executive）」の
問題である。半大統領制の賛成論と反対論を初めて包括的に論じたホア

ン・リンスは、半大統領制の下では、最も望ましい政治状況――大統領、
首相、閣僚の全てを同一の政党が占め、その党が議会で多数派を形成し

ているという状況――の期間においてさえ、｢不安定と非効率｣が存在し
うると論じる（Linz 1994, 55）。というのも彼は、大統領が首相の政策と
異なる政策を展開すること、閣僚が望ましいと思われる扱いを首相から

受け取らなかった時に大統領に訴えることの両方を危惧したからである。

この不可避の結果とは、｢大統領と首相の間の闘争によって、意思決定

を遅らせ、矛盾した政策に導きうる多くの政治工作と策略｣であるとい

う（Linz 1994, 55）。さらにリンスは、二重執政府の状況において、軍部
に対する政治権力のいかなる明確な境界線も存在しないことを危惧した

（Linz 1994, 57）。そこで二重執政府は｢多くの民主制にとって中心的課
題の一つ――すなわち、民主的に選出された権威と、望ましくは市民の
優位に軍部を従属させること――に関する憲法上の曖昧さの余地を残し
ている｣という（Linz 1994, 11）。ここにおいて、二重執政府という半大
統領制一般にいえる性質は、意思決定を遅らせるという民主主義の質の

問題であるだけでなく、民主制の存続それ自体の問題でもあるといえる。 

半大統領制一般に言える第 2の問題は、「二重正当性（ dual 
legitimacy）」の問題である。半大統領制における大統領と議会は、大統
領制におけるのと同様に、共に国民からの投票によって選出され、双方

が正当性を主張できる。しかし、そこでの対立の仕方は大統領制の下で

の対立とは異なる6。半大統領制の下では、議会の信任を必要とする首相

と内閣が、大統領と共に執政権力を分担掌握しているために、大統領は

議会多数派（自らとは異なる政党／政治党派）の議員を首相に選出せざ

るをえない。それゆえ半大統領制において、この二重正当性の問題は

「コハビタシオン（cohabitation）」と呼ばれる形態をとり、これは大統領
と首相が敵対する党から来ており、大統領の政党が内閣において代表さ

                                                                                                                    
5 Elgie （2011）、Elgie ed. （1999）、Elgie and Moestrup eds.（2007）、Linz and Stepan
（1996）、Shugart （2005）、Shgart and Carey （1992）などを参照。 
6 大統領制においては、行政府としての大統領と立法府としての議会は相互に独立してお
り、その選出のされ方ないし起源（origin）と生存（survival）は分離されている。そこで
議会多数派と大統領の政治党派が異なる時に生じる状況は、「分割政府（divided 
government）」と呼ばれるものであり、決められた任期の間、両者の対峙（ないし行き詰
まり）が続くことになる。 
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れていないという状況を指す。半大統領制下では、首相と内閣は議会に

責任を負うことから、もし議会多数派が大統領に反対しているなら、議

会多数派は同様に大統領に反対している首相と内閣を承認しうる。こう

したコハビタシオンの状況において生じうる大統領と首相の間の厳しい

対立はしばしば指摘されてきたが（e.g. Pierce 1991）、上述のシュガート
とカレイによる研究はこの問題に関する議論を新たに民主主義を導入す

る諸国まで広げ、「コハビタシオンの危機（perils of cohabitation）」に警
鐘を鳴らした（Shugart and Carey 1992, 56）。彼らによれば、大統領ない
し議会の支持を有する内閣が「他方によってなされる執政権力の主張を

認め損なう時、コハビタシオンは体制の危機を生みだしうる」（Shugart 
and Carey 1992, 57）。リンスとステパン（Linz and Stepan 1996）も同様の
点を指摘している。彼らは、「もし半大統領制の片方の構成要素〔大統

領か内閣〕あるいはもう片方の構成要素の支持者が、民主的に正当化さ

れた支配構造の一つの部門（branch）が消失するか閉鎖された方が国が
よくなると感じたら、その民主制は危険にさらされており、正当性の完

全な喪失を被ることになる。というのも、どちらかを疑問視している

人々は、彼らが好んでいる側が優勢でない限り、その政治システムを望

ましくない者と考える傾向があるからである」と論じる（Linz and 
Stepan 1996, 286-87）。つまり、確立した民主制が長期間継続してきたわ
けではない事例においては、政策をめぐる紛争が政治過程それ自体の正

当性そのものをめぐる紛争を生みかねないというわけである。具体的に

は、大統領が議会多数派の支持を受けず、議会が大統領を支持しない場

合、大統領は自らの国民からの委任が軽視されていると感じうる。同様

に、もし大統領が議会と協力するのを拒否する、あるいは、大統領令な

どを使って議会を迂回しようとするなら、議会はその委任が掘り崩され

ていると感じるかもしれない。確立した民主制では、結果的に生じる行

き詰まりは、年間の予算といった基本的な立法の成立が不可能になると

いったことにつながりうる。他方、脆弱な民主制では、大統領令によっ

て法の支配が崩壊したり、行き詰まりを打開するために軍が介入すると

いった事態につながりうる。このように、半大統領制一般は、新たに民

主制となった国々でよく採用されてきた一方で、そうした諸国において

は特に深刻な問題を生じさせうると考えられる。 

次に、下位類型としての大統領議院内閣制に特有の問題とは、「二

重責任（dual responsibility）」の問題である。シュガートとカレイによれ
ば、「選挙民が二つのエージェントを有する時、相対的な権力が憲法の

中で明白に述べられていることが決定的に重要」であり（Shugart and 
Carey 1992, 273）、内閣が議会と大統領に二重に責任を負う大統領議院内
閣制は、首相大統領制に比べても、特に制度的混乱と曖昧さを生みやす

いという。というのも、内閣に対する制度的に定義された権威がどこに

もないからである。エルジー（Elgie 2011, 30-41）は、以下のように首相
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大統領制と大統領議院内閣制のメカニズムを提示し、それぞれの下では

異なるインセンティブが働くと論じる。首相大統領制の下では、大統領

は一度結成された内閣を罷免する権限を持たないため、議会と協働する

ことによってのみ内閣に対する自らの影響力を最大化することができる。

そのため、大統領は議会にいくらかの権限を譲渡しなければならず、そ

の見返りとして政治過程への自らの影響力を行使するという戦略をとる。

しかし、大統領議院内閣制においては、大統領と議会の双方が内閣を一

方的に解任する権限を有するために、双方は自らの影響力を最大化する

最良の道は、相手側に敵対して動くことだと見積りうる。そこでは、大

統領が議会選挙の開催を呼びかけるだけではなく、首相および閣僚を解

任したり、少なくとも解任するといって脅迫するということがしばしば

起こる。その上、こうした政治的不安定を打開する手段として、軍部に

よる介入も起こりうる。そこで、上述のコハビタシオンの問題が助長さ

れる可能性があるのである。ただし、いずれの選択肢を取るにしても、

内閣の解任がもたらす政治的不安定に対する責任が自らにつきつけられ

ない状況を見極めた上で、大統領と議会は決定を下すことになる。 

 

 

3. パレスチナ自治政府の執政制度の形成  
3.1. 基本法の成立と大統領制の形成  
94年にPAが結成される前の93年には基本法、すなわちパレスチナの暫定
的な憲法の作成に向けた議論が始まり、97年2月10日にPLCが基本法草案
を決議した。しかし、96年の第1回PA大統領選挙で選出されたアラファ
ートは、基本法によって彼の裁量が縮小することを恐れ、第2次インテ
ィファーダ中の2002年まで基本法を承認しなかった。PAの大統領制は、
こうした基本法に基づく体制ができる前に生じた問題を引き継いでいる

（e.g. Abu-Amr 1997; Amundsen and Ezbidi 2004; Ghanem 2001; Halevi 
1998）。主要な問題として以下のものが挙げられる。第1に、大統領令や
大統領による法案拒否が繰り返されたため、大統領は議会に対して極め

て優位な地位を維持していた。第2に、PLOとPAの両組織が重複してい
ることで、西岸・ガザのパレスチナ人からの委任とPAの説明責任があい
まいにされた。PLO議長でありPA大統領であるアラファートに権力が集
中し、パレスチナ内外で批判を呼ぶようになったのである。 

第2次インティファーダ勃発までにPA支配下で生じた政治社会変動
として、第1にイスラエルとの和平合意を行った在外PLO指導部が帰還し、
PAの立法、行政機関の中心となり、PAの権威主義的支配を確立したこ
とがある。和平反対派に対してファタハの組織に優先的な資源配分を行

う一方、ファタハの中で第1次インティファーダの際に台頭した若手活
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動家をも意図的に周辺化したことで（Amundsen and Ezbidi 2004, 151-54; 
Robinson 1997, 179）、ファタハが内部分裂の傾向を見せるようになった。
第2に、PAのパフォーマンスが人々の期待を裏切る中、ハマース系の社
会組織の活動が次第に重要性を増していったことである。（Roy 2011, 
161-89）。  

こうした変動の最中、2000年9月に第2次インティファーダが勃発し
た。ハマースの対イスラエル「殉教作戦」は広範な人々の支持を獲得し、

他の党派にとっても「闘争のモデル」（Gunning 2008: 50）となった。PA
の体制側は激化する闘争を統制することができないのみならず、インテ

ィファーダに参加しなければ人々の支持を失うという恐れから蜂起に参

加していった。それへの反応として、イスラエル軍は2002年2月に西岸
地区に侵攻し、大統領府を攻撃するなどしてPAのインフラを破壊した。
アラファートにとって、実質的に機能不全となったPAの改革は切迫した
課題であった。そのため、2002年5月15日、イスラエルが大統領府の2ヶ
月にわたる包囲から撤退すると、アラファートは即座にPA組織の改革を
宣言した。それを受け、5月17日、PLCは改革の詳細なプログラムを可決
し、6月9日にはアラファートが新内閣を結成した。こうした改革の一環
として、5月29日、アラファート大統領が97年にPLCで可決された基本法
を承認し、6月16日にはPAは改革のための100日計画を発表した。この時
点で、PAは憲法に規定される大統領制となったのである7。 

 
3.2. 修正基本法の成立と半大統領制の形成  
PAにおける首相職の導入とそこから生じた半大統領制は、ジョージ・
W・ブッシュ米政権が主導し、米、ロシア、EU、国連からなる和平仲介
4者協議「カルテット」が発表したロードマップ和平案（後述）に従っ
て行われたと捉えられる傾向がある。しかし、以下に見るように、実際

にはロードマップ以前からファタハ内部で首相職導入に向けた議論が進

んでいたのであり、それはPA結成後に進んだファタハ内部の対立を反映
したものであった。 

PA結成後、PA体制内部からPA在職者に対する挑戦者として立ち現
れた潮流は、大きく3つに分けられる（Klein 2003, 199）。第1に、PA内閣

                                                
7 大統領は直接選挙され（51条）、大統領が議長を務める閣僚委員会がある（62条）。閣僚
は大統領に責任を負い（68条）、大統領は閣僚を解任する権限を持つ（62条）。閣僚協議
は親任投票を必要とし（64条）、大統領は、PLCによる閣僚協議の信任投票を要請する権
利を持つ（71条）。加えて、PLCの88名のメンバーのうち少なくとも10人の要求によって
PLCは閣僚協議の不信任投票を提案できる。この提案は、可決するにはPLCメンバーの
全人数の過半数を必要とした（44条）。 
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の外に居続けていたが、ファタハの中央委員会からは排除されていなか

った者。第2に、PAとファタハの両方の意思決定機関のトップから排除
されていた者。第3に、PLCの議員。こうした、主にファタハから構成さ
れる体制内反対派は草の根で支持を拡大し、組織を発展させてきた。98
年には、ファタハのメンバーとファタハの地元委員会の長らによって形

成される組織タンジーム（Tanẓīm）が結成された。PA在職者側は、タン
ジームの兵士をPA治安部隊に取り込むか、武器を押収する等の強硬手段
に出るなどして、こうした動きを抑え込もうと躍起になったが、厳しい

反発に直面した。さらに、イスラエルに投獄されている囚人の解放問題

をめぐって、タンジームはハマース、パレスチナ・イスラーム・ジハー

ド（Ḥaraka al-Jiḥād al-Islāmī fi Filasṭīn; Palestinian Islamic Jihad; PIJ）等の
反体制派と足並みを揃え、イスラエル政府に強く出ないPA在職者を圧迫
するようになった。さらに、2000年9月から第2次インティファーダが始
まると、ファタハのメンバーから新たに組織されたアクサー殉教旅団

（Katā’ib Shuhadā’ al-Aqṣā）は、ハマースと連携して対イスラエル攻撃を
展開した。 

そうした中、2002年5月にアラファートが上述のPA改革に乗り出し
たことを契機として、PAの改革に向けた体制内反対派、および広くパレ
スチナ一般市民の間の議論が盛り上がりを見せることとなった。アラフ

ァート自らによる改革は、実際にはPA在職者の支配を強めるばかりであ
ったにしても、それが改革論議のきっかけになったという点で重要であ

った。一般市民のレベルでも、PA改革への関心は高まっていき、多くが
抜本的改革を求めていた。パレスチナ政策調査研究センターの2002年5
月の世論調査において既に、西岸・ガザ住民の48%が執政権限が首相の
手に与えられ、大統領の地位は儀式的になることを支持し、44%がこれ
に反対した（PCPSR 2002）。エルサレム・メディア・コミュニケーショ
ン・センターによる9月の世論調査では、回答者の42.5%が首相職導入の
必要性を支持し、41.7%がこれに反対した（JMCC 2002）。ビルゼイト大
学による11月の世論調査では57%が首相職の導入を支持した（Birzeit 
University Centre for Development Studies 2002）。 

6月24日、ブッシュ米大統領は、中東和平演説を行い、和平交渉に
おいてアラファートを排除する意思を表明した。それは、パレスチナ側

の完全な停戦、PAの抜本的改革、PA指導部からのアラファート排除を
条件にパレスチナ国家建設を支持するというものであった。 

パレスチナでは、在職者の外だけでなく、内部でも首相職設置の要

求が出ていた。在職者の古参ファタハ指導者の中から、アラファート大

統領に対し、アッバースPLO執行委員会事務総長を首相に任命するよう
圧力がかけられた。しかしこうした古参ファタハ指導者による試みは失

敗した。その後、在職者のファタハ指導者とタンジームとの間の協議が
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続けられ、改革の方向性について議論が進められた。5月以来、アラフ
ァートは自ら改革の必要性を主張していたが、9月になると、アラファ
ートの改革不履行に批判的なPLCが、5月に発足したばかりの新内閣を解
任させた。 

10月には米国がロードマップの最初の草案を提出した。11月の第2
草案では、内閣に暫定的地位を課して新たに導入されるとする首相の地

位を弱める提案が盛り込まれた。 

2003年2月14日、アラファートは首相を任命する意図を明らかにし
た。その後、首相の権限と、首相が所属する政治党派についての具体的

な議論が始まった。権限をめぐる論争は、強力な首相を望む体制内反対

派と、自らの権限を維持を望む在職者との間でなされた。 

カルテットは、アラファートの宣言を受けて、行政、治安、財政、

和平交渉といった分野における権限を、大統領から、首相に率いられた

新たな制度への移行を呼びかける2つの草案を彼に提示した。カルテッ
トの案では、米政権の言うように新たな役職の創設が一時的なものにと

どまるものであることは明らかであったが、PLCは一時的な職を支持し
ていたのではないため、米政権が求める以上のものを要求していたと言

える。 

新首相の所属をめぐる論争は、アラファートが3月7日にファタハの
アッバースを任命したことで幕を閉じた。3月17日、アラファートとそ
の他の閣僚が、PLCにおける3回目の読会と法案の承認の前夜になって基
本法へのいくつかの追加的修正をPLCに提案した。彼らは首相の権限を
制限し、日々の運営の権限をアラファートの手中に維持し、首相を大統

領の指揮下に維持することを提案した。アラファートは、その承認を獲

得するため84人のPLCメンバーの3分の2の多数派を必要としたが、PLC
はそれを拒否した。 

PLCにおける論争に加えて、アラファートは、アッバースの権限を
めぐって彼との対話を行った（Klein 2003, 211）。アラファートは、治安
部隊をめぐる責任を持つ次期内務大臣が誰になるかについて最終決定権

を維持しようとしていた。アラファートはまた、総諜報部や国家治安部

隊のようないくらかの既存の治安部隊が他の改革の後も大統領に従属し

続けるということを要求した。 

2003年3月18日、法案を骨抜きにしようとするアラファートの圧力
に屈せず、PLCは法案に最終的な承認を与え、88名の議会で69名の賛成
と1名の棄権をもって法案を支持した。ここで、米国の意図とも、アラ
ファートの意図とも異なり、PLCは首相の権限を保護した。アッバース
がPAの公職についておらず、96年のPLC選挙に出馬していなかったにも
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かかわらず議会がこれを支持したことから、議会が重きを置いたのは、

首相職という制度を作り出すことだったといえる。対照的に、アラファ

ートにとっては誰が役職につくかが問題であり、米国政府は、和平推進

の道具としての一時的な役職を求めていたといえる。 

こうして2003年3月18日、基本法は修正された。首相の役職が作ら
れ、首相と閣議が明白な権力を付与された（68条・69条）。大統領は引
き続き直接選挙される（34条）。大統領は首相を任命し、解任する権力
を持つ（45条）。首相は大統領とPLCに説明責任を負う（74条）。首相は
閣僚協議の議長を務める（68条）。以前のように、政府は親任投票を通
過させる必要があり（66条）、立法評議会は政府への不信任決議を通過
させることができる（57条・78条）。 

 
3.3. 半大統領制下のファタハ政権とハマース  
2003年3月から約3年間、半大統領制の下でのファタハ政権が続いたが、
それは上述の首相職導入への意図を必ずしも反映した結果を生み出さな

かった。また、この時期のファタハ政権は、ハマースを中心とするパレ

スチナ諸派に対してイスラエルへの攻撃を停止させ、政治参加させると

いう課題に直面していた。 

2003年4月29日、PLCはアッバース内閣を承認した。これを受け、カ
ルテットは4月30日にロードマップ和平案8を公表した。この後、和平案

に協力するとしたエジプト政府は、パレスチナ諸派間の仲介努力を行い、

6月30日から3ヶ月にわたる停戦合意が成立した。 

こうしたエジプト政府による仲介努力は2002年11月にさかのぼる。
2002年11月9日から13日に、第1回カイロ対話がエジプトの仲介、サウデ
ィアラビアの同席のもと開催され、ハマースとファタハ双方が高レベル

の指導者に率いられて参加した9。カイロ対話でのPA在職者の意図は、
                                                
8 第1段階の「テロと暴力の終結、パレスチナ人の生活の正常化、パレスチナの制度構築」
段階（発表当初～2003年5月）では、暴力の即時停止、PA治安部隊の再構築を通じたイ
スラエルとPAの治安協力の再開、国家建設のため憲法の起草・自由で公正な選挙の実施
を含むPA政治改革、2000年9月以降に占領した地域からのイスラエルの撤退を主な手続
きとした。第2の「移行」段階（2003年6月～2003年12月では、引き続き治安・政治改革
を遂行するPA指導部の下でのパレスチナの自由な選挙から出発し、2003年末時点で可能
な形で暫定的国境を有するパレスチナ国家を樹立することとした。第3の「最終的地位合
意とイスラエル・パレスチナ紛争の終結」段階（2004年～2005年）では、引き続きパレ
スチナの政治制度・治安改革と定着を基礎として、2005年内に国際会議を経て国境、エ
ルサレム、難民、入植地を含む最終的地位合意に至ることとした。 
9 ファタハ代表団はザカリヤー・アガー（Zakāriyā al-Aghā）PLO執行委員会占領地メンバ
ーが、ハマース代表団はムーサー・アブーマルズーク（Mūsā Abū Marzūq）政治局副局長
が率いた。 
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諸派に対イスラエル停戦に同意させること、諸派にPLOのパレスチナ人
の唯一代表性を承認させハマースらを参加させること、およびハマース

らをPAに取り込み、イスラエルとの交渉路線について合意を取り付ける
ことにあった。ハマースとしては、停戦を望むPA在職者から、PLO、
PAへの参加の有利な条件を引き出すことを目指した。その後、2003年1
月24日から27日の第2回カイロ対話以降は、ウマル・スライマーン
（‘Umar Sulaymān）エジプト情報局長官の仲介で、ハマース、ファタハ、
PIJを含むパレスチナ諸派が参加する対話の枠組みとなった。そこにおい
て、ファタハとハマースのトップレベルの指導者といいうるアッバース

PLO（当時）事務局長と、ハーリド・ミシュアル（Khālid Mish‘al）ハマ
ース政治局長が初めて面会することとなった。 

さて、2003年6月の停戦合意に話を戻すと、この後、イスラエルに
投獄されたパレスチナ囚人の解放についてイスラエル政府から譲歩を引

き出せないアッバース首相へのファタハ内部の圧力が強まった。そして、

かねてからの課題であった治安問題をめぐって、大統領と首相の対立が

先鋭化していった。アッバース内閣の内務大臣には、ムハンマド・ダハ

ラーン（Muḥammad Daḥlān）が就任していた。同内相がいるにも関わら
ず、アラファート大統領は新たに側近のジブリール・ラジューブ（Jibrīl 
al-Rajūb）を西岸とガザにおける地方行政担当官に指名した。ここで、治
安問題への内相の権限が掘り崩されることになった。このため、アッバ

ース首相はイスラエルのアリエル・シャロン首相との会談を中止するな

どして、アラファート大統領に抵抗を見せるようになった。6月には既
に「治安問題で権限を握れないならば首相を辞任する」として、アッバ

ース首相はアラファート大統領を脅迫するようになった。PLO内部では、
国際社会に支持されたアッバース首相を簡単には辞めさせられないと考

えられていた。 

8月20日にはハマースとPIJがエルサレムにおいて「殉教作戦」を決
行し、21日イスラエル軍は報復としてハマース創設時の指導者の1人イ
スマーイール・アブーシャナブ（Ismā‘īl Abū Shanab）を殺害し、約2ヶ
月間続いた停戦は事実上終了した。この事態に、はじめアッバース首相

はイスラエルの攻撃よりもハマースを非難したために、世論ではアッバ

ース首相の辞任を要求する声が高まった。また、イスラエル政府との交

渉をめぐってファタハ内でアッバースに対する不満が強まったことを受

け、アッバースは7月8日にファタハ中央委員会へ自らの辞任を申し出た
が、同委員会はそれを受理しなかった。 

そして、同じ頃、アラファート大統領は国家治安委員会の創設を企

図しており、これをめぐってアッバース首相と対立した。アラファート

によるこの委員会の構想とは、大統領自らが委員長となり、PAの全ての
治安部隊の長官から構成するものであり、PAの治安政策の設定に責任を
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持つというものであった。これは当然、治安問題の権限を首相に移すこ

とを意図してきた米国政府とカルテットの示すロードマップとも矛盾す

るものだが、何よりアッバース内閣が持つことを期待された治安権限を

骨抜きにする試みだったといえる。こうした中、ファタハは大統領と首

相の仲介努力として妥協案を提示したが、それは実質的に治安権限に関

して大統領を優位にとどめる内容であった。また、アッバース内閣の政

治運営について議論するセッションが9月4日に行われる運びとなる中、
PLC議員からは、PA内部の対立を印象付ける内閣不信任決議はイスラエ
ルに資するだけであるとして、同決議を行わないか、あるいは信任決議

を行うべきとの意見も出された。加えて、議会のファタハ会派は、基本

法に則って大統領と首相の関係を明確に決定する必要性を呼びかける統

一的な立場をとった。 

こうした努力は功を奏さず、9月6日にアッバース首相はついに辞表
を提出した。9月10日にアラファートはアフマド・クライウ（Aḥmad 
Quray‘）PLC議長を次期首相に指名し、クライウはそれを受け入れた。
そうした中、アラファート大統領は、前述のようにアッバース首相の時

にも問題になった国家治安委員会を最終的に結成し、今後結成されるク

ライウ内閣に治安権限がわたらないよう準備を進めた。10月4日にはハ
イファーでPIJが「殉教作戦」を行ったことを受け、アラファート大統領
は翌日、非常事態宣言を行い、クライウ緊急内閣を結成した。しかし、

内務大臣の役職をめぐって、アラファート大統領とクライウ首相が対立

した。1ヶ月後には、アラファート大統領に近いナーセル・ユースフ
（Nāṣir Yūsf）が緊急内閣内相に就任し、アラファートの意図が反映され
た形となった。11月12日、PLCがクライウ内閣を承認し、内閣が正式に
発足したものの、大統領が創設した国家治安委員会の存在が影を落とし

ていた。 

このように、半大統領制下のファタハ政権は、大統領と首相と議会

多数派を全て同一の党が構成するという好条件にあったにもかかわらず、

内閣から権限を奪おうとする大統領との厳しい対立にさらされた。これ

は、好条件であっても半大統領制の下で常に生じうる二重執政府の問題、

その中でも治安権限に関する明快な境界線の欠如という問題から理解し

うる。ただ、大統領への権限の集中を首相職の設置によってバランスさ

せようというPA体制内反対派の意図が完全に失敗したようにも見える一
方で、その制度の導入が大統領に影響を及ぼしたことも明らかである。

すなわち、首相職が導入されたからこそ、アラファートは新たな異なる

機関を作り出して権限を奪還しようとしたからである。 

また、ファタハ政権期には、大統領が首相を解任すると脅迫したの

ではなく、首相の側が自らの辞職の脅迫を繰り返すという戦略をとった。

アッバース首相に対する国際的な支持も存在したが、制度的観点からは
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この背景を2つの点から説明しうる。第1に、大統領と内閣と議会すべて
が同一の党から出ている状況で、首相を一方的に解任することを正当化

できる要素もないままに解任すれば、大統領は内閣の崩壊によって生じ

うる政治的不安定の責任を追及されるコストを払うことになるという点

である。そのため、大統領にとって首相の解任という選択肢は取りにく

いものであったといえよう。第2に、アッバースはPLOの幹部であったが、
96年のPLC選挙に出馬しておらず、国民の委任による正当性を主張でき
ない立場にあったという点である。そこで大統領を圧迫する手段は、正

当性を主張しあう形での政治闘争ではなく、首相の側が自らの辞職を打

ち出すことだったのである。 

 

 

4. ハマース政権樹立から自治政府の分裂に至る政治
過程  
4.1. ハマースの選挙参加決定と基本法修正  
大統領と内閣の権限をめぐっては、ハマースの選挙参加決定を契機とし

て再び論争が巻き起こった。ハマースがPLC選挙に勝った場合を恐れて、
大統領は自らの権限を強めようと動いたのである。 

12月4日から7日には第3回カイロ対話が開催されたが、合意には至
らなかった。その後、翌年の2004年3月、4月にイスラエル国防軍がハマ
ースの指導者、アフマド・ヤースィーン（Aḥmad Yāsīn）とアブドゥ
ル・アズィーズ・ランティースィー（‘Abd al-‘Azīz al-Rantīsī）を相次い
で暗殺し、さらに、米国の強まる圧力に直面したアラファート大統領は

イスラーム慈善組織の資金を凍結する法令を発した。ここで、次の対話

の可能性は極めて薄いものとなった。しかし、同年11月にアラファート
が死去し、アッバースが2005年1月に選挙を経て大統領に就任したこと
が状況の打開につながった。3月15日から17日、第4回カイロ対話におい
て、アッバース大統領がファタハ代表団を率い、ミシュアル政治局長が

ハマース代表団を率いて参加し、カイロ宣言が最終的に締結された。カ

イロ宣言には、1年の停戦の合意（第2条）、PLC選挙および地方選挙への
比例代表制導入を伴う選挙法改正とハマース・PIJの選挙参加の合意（第
4条）等が盛り込まれた（al-Ayyām 18 March, 2005）。 

合意に対する反応として、ファタハ内部では、比例代表制導入に至

ったことについて「アッバース大統領はハマースに妥協し過ぎた」との

非難が噴出した（International Crisis Group 2006, 4）。また、イスラエルと
米国も内容に不満の意を表したが（Usher 2005）、ハマースは好意的に合
意に言及した。実際に宣言はハマースを主流のアクターとして招きいれ、
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かつ選挙に出る際に支えとなる条件を提供したのであり、同宣言はハマ

ースにとって象徴的、実質的利益にかなうものであった。このように、

カイロ宣言はハマースとPA在職者両者の妥協の産物ではあるが、実質的
にハマースに有利な内容であったといえる（清水 2012）。 

2004年12月から始まっていた地方選挙ではハマースが躍進しており、
アッバース大統領はハマースがPLC選挙で勝利した場合を恐れ、手段を
講じ始めた。首相であった時代には大統領の権限の強さに抵抗を続けた

アッバースであるが、自らが大統領となった今、ハマースの脅威に対し

て大統領の権限拡大を目指したのである。カイロ宣言に基づく選挙法改

正、それを盛り込むための基本法修正に向けたPLCの議論では、PLCの
法委員会とアッバース大統領が基本法に広範な修正を提案した。提案さ

れた修正は、立法、治安、公共行政の分野における広範な権限を大統領

に与えるものだった（Shikaki and Harb 2005）。しかし、こうした試みは
失敗した。 

2005年6月18日、PLCが新選挙法を議決し、議席数を88議席から132
議席に増席し、全国1区の比例区と、全国17区の大選挙区にそれぞれ66
議席を配分した（第3条）（CEC 2006）。7月27日には、基本法が修正され
たが、修正は、上述のアッバース大統領の意図に反して、大統領の権限

拡大は盛り込まれず、修正は大統領と立法評議会の両方が4年間の任期
を務めるという点、大統領が2回の任期に限定される点に集約される。
また、この修正基本法は大統領選挙と議会選挙を同時に開催するとは明

記しなかった。 

8月13日にカイロ宣言に基づいた新地方選挙法がPLCで可決されると、
比例代表制の下、各党派はリストを形成して選挙に出馬することとなっ

た。地方選挙は2004年12月から始まっていたが、第1回と第2回は、96年
地方選挙法第5条に基づいて相対多数制で行われ、各候補者は無所属候
補として選挙に挑んだ。それが、この新選挙法に基づき、第3回、第4回
は比例制で開催されることとなったのである（CEC 2005）。これらの結
果を通じて、ハマース（の選挙リストである「変革と改革」のリスト

（Qā’ima “al-Taghyīr wa al-Iṣlāḥ”））が勢力を伸ばしていることが明らか
となった。 

来るPLC選挙におけるハマースの躍進を恐れるアッバース大統領は、
2005年9月25日、以前アラファートが作った国家治安委員会を再発足す
るという大統領令を発表した。この創設をめぐってアラファートと対立

を深めたアッバース自らが、この組織を支持したのである。 

最終的に、第2回PLC選挙は2006年1月25日に行われた。選挙結果は、
132議席中、ハマースの「変革と改革」のリストが74議席、ファタハの
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「ファタハ運動」のリストが45議席となり、過半数を獲得した「変革と
改革」の圧勝であった（CEC 2006）。 

 
4.2. ハマースの勝利と単独内閣結成  
ハマースが参加する選挙の直前から、カルテットは①イスラエル承認、

②暴力の放棄、③オスロ合意等の過去の合意の遵守を条件として、これ

を満たさないPAには支援しないとの意思を明らかにしていた。そして、

ハマースが選挙で勝利した直後の2006年1月30日にも同じ意思を発表した。 

選挙に勝利したハマースはファタハを中心とする諸派に連立協議を

持ちかけた。ハマースは、それまでPAに公式に参加した経験を持たず、
また国際支援なしにはPAの財政は立ち行かないとの認識からファタハを
含む挙国一致政府の形を望んだのである。しかし、ファタハは連立政権

入りを拒否した。ハマースが率いる内閣に対しては国際社会からの厳し

い対応が予想され、そのような政府の責任を共に背負っていくことはフ

ァタハにとって不利益であった。そして、ハマース政権が国際社会から

の「封鎖」によって統治を行えずに人々の支持を失うのを待っているこ

とに、ファタハは利益を見出していた10。 

そこで、アッバース大統領は2006年2月19日にハマースのイスマー
イール・ハニーヤを首相に任命し、ハニーヤ首相は3月18日、アッバー
ス大統領に24名からなる内閣を提出した。短い期間ではあっても、コハ
ビタシオンの状況が生じたのである。ハニーヤ首相は所信表明演説にお

いてなお、ファタハを含む諸派に対して政権入りを呼びかけた（Hanīya 
2006）。ハニーヤ政権の正式発足を受け、米国やEU諸国を中心とする国
際社会はPAへの直接支援を停止し、イスラエルはPAの代わりに集めて
いるパレスチナ人の関税と付加価値税の返還を凍結した。この中で、PA
の財政の約3分の1が失われて公務員に給料を払えない状況となり、PAの
行政は麻痺していく。 

政権発足当初から、治安問題をめぐって大統領と内閣の軋轢が生じ

た。内閣は、治安問題は内相の管轄であると主張したが、大統領は治安

問題全般は大統領の権限であると譲らなかった。具体的には、大統領は

PAの7つの治安部隊のうち、国家治安部隊（約8,500名）、大統領警護隊
（約3,300名）、予防治安部隊（約3,000名）という3つの最も主要な組織
を支配下に置き、それは内閣が治安権限を事実上行使できない状況を作

りだしていた。 
                                                
10 また、カルテットの元国連代表によれば、ファタハのこの判断の背景には、カルテッ
トの一角を占める米国政府からの働きかけがあったという（De Soto 2007）。 
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この問題は、内閣発足の翌月の4月にはすでに先鋭化していた。4月
20日から21日にかけて、内閣は新たな治安組織の結成を発表した。ハマ
ースの報道官ガーズィー・ハムド（Ghāzī Ḥamd）は、「この決定は、安
全と公的な法と秩序を維持するために方策を講じる権限を内務大臣に与

えている基本法に沿って取られたものである」とした。また、内務大臣

のサイード・スィヤーム（Saʻīd Ṣiyām）は、この新たな部隊の創設は、
パレスチナではびこる犯罪への対処に役立つだろうとして、この決定を

正当化した。他方、アッバース大統領は、この決定を「違法であり、基

本法に違反している」と述べ、新部隊創設の決定を無効にする大統領令

を公布した。ハニーヤ内閣はこれを受け入れず、新部隊が展開し、アッ

バース大統領支配下の治安部隊との衝突が散発的に発生するようになる。

その中で、ハマースとファタハの活動家による衝突が起こり、5月8日に
は10名の死者が出た。同月11日には、3,000名のハマース新治安部隊がガ
ザに展開した。 

大統領と内閣の間の緊張が高まる中、ハニーヤ首相は、首相を解任

するというアッバース大統領からの度重なる脅迫に直面した。上述のよ

うな治安部隊間、そしてさらにはハマース・ファタハ間の衝突が散発す

る状態を打開しようと、6月27日、イスラエルに投獄されているパレス
チナ各派の指導者らは「祖国和解文書（Wathīqa al-Wifāq al-Waṭanī）」に
合意し、挙国一致政府を求めた11。これに対し、ハマースとファタハ双

方がそれを重要と受け止め、同文書を扱うかをめぐり挙国一致に向けた

対話を開始した。にもかかわらず、アッバース大統領のハニーヤ首相に

対する脅迫は定期的に行われた。同時に、アッバース大統領は、ハニー

ヤ内閣が、同文書を元にした挙国一致政府の政治綱領に同意しなければ、

西岸・ガザのパレスチナ人を対象に同文書への住民投票を実施すると迫

った。その結果、ハマース内閣の閣僚は、自らの正当性を繰り返し主張

しなければならない状況に追い込まれ、大統領と内閣の閣僚はそうした

政治闘争に明け暮れることになった。そこで、ただでさえ複数の閣僚が

イスラエルに投獄されたままのPAの統治は、ますます打撃を受けること
となったのである。ハマース内閣は、アッバース大統領が主張する住民

投票の呼びかけをクーデターの試みであるとして非難した。 

大統領が持つ首相の解任権限に不満を示しながらも、ハマース内閣

はそれを制度上の規定として尊重していた。ハマース内閣の内相サイー

                                                
11 これに先立つ6月25日には、ハマースの軍事部門イッズッディーン・カッサーム旅団が
対イスラエル攻撃を行い、イスラエル兵士2名を殺害し、ギラード・シャリート伍長を誘
拐した。これに対する報復として27日、イスラエル軍はガザに侵攻し、数ヶ月の間に多
数のパレスチナ人の死者が出た。この作戦中の28日には、8名のハニーヤ内閣閣僚と20名
のPLC議員を含む、ハマースの公職者64名が投獄された。 
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ド・スィヤームは、「アッバースは政府を解任する権利を持っているが、

彼はいかなる新政府にも正当性を与える権利を持っていない」と述べた。 

こうした2006年のPAの行き詰まりは、半大統領制、特に大統領議院
内閣制の下で生じうる問題から一定程度理解することができる。アッバ

ース大統領とハニーヤ内閣は、共に人民の委任に基づく正当性を有して

おり、憲法上の権限を分担掌握していた。アッバース大統領が所属する

ファタハと、ハニーヤ首相と閣僚が所属するハマースは、パレスチナ問

題の解決とPAの統治に関して異なるプログラムを追求しており、互いの
間の政治闘争において憲法上の権限と人民的正当性を利用することとな

ったのである。 

 
4.3. 挙国一致政府の成立とその瓦解  
挙国一致政府に向けた試みは、2006年秋から2007年初頭まで継続して行
われ、2007年3月のメッカ合意において実現することとなった。2006年
10月初めには、ハマースとファタハ間で衝突が起こり、8名の死者が出
た。対立の激化を受けて、エジプト政府とカタル政府はパレスチナに外

相を送り、両者の仲介を試みた。また、パレスチナ内部でも、PIJやパレ
スチナ解放人民戦線（al-Jabha al-Sha‘bīya li-Taḥrīr al-Filasṭīn; Popular Front 
for the Liberation of Palestine; PFLP）が仲介努力に乗り出した。11月13日
には、ハマースとファタハのどちらにも属さない技術官僚による政府を

結成することで合意が成立した。しかし、翌日には、ハマースは、イス

ラエルを決して承認しないこと等を確認する発言を行い、合意が一度棚

上げにされる。12月15日には、ハニーヤ首相に対する銃攻撃未遂につい
て、ハマースはファタハの関与を疑って非難し、翌日にはアッバースが

新たな選挙の実施によって状況を打開する提案を行うなど、再び双方の

間の対立が深まっていった。 

2007年1月には、もう一度仲介努力が活性化した。1月21日には、シ
リア政府の招待でアッバース大統領が首都ダマスカスに赴き、ハマース

のミシュアル政治局長と会談した。同月30日には、エジプト政府の仲介
により、ハマースとファタハが停戦合意を結び、同時に両者はメッカで

会談するというサウディアラビア政府の招待を受諾した。2月8日には、
メッカで挙国一致政府案に両者が合意し、カルテットは当初、この動き

を積極的に評価した。3月15日には、メッカ合意が正式に調印され、17
日に挙国一致内閣が発足した。鍵となる内相にはファタハにもハマース

にも属さないハニー・カワースミー（Hanīʼ al-Qawāsmī）が就任した。し
かし、カルテットは同内閣が以前の3つの条件を受け入れるものでない
限り、態度を変えることはできないとしたため、PAの財政危機が解決さ
れることはなかった。 
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そうして始まった挙国一致政府は、大統領と内閣の間にあった問題

を解決することはなく、3ヶ月後には崩壊してしまった。4月から再びガ
ザにおいてハマース・ファタハ間の衝突が続いており、それへの対処に

追われていた内相は、4月23日、ハニーヤ首相に辞表を提出した。彼は
辞表を提出した理由として、ガザで続く衝突への対処をめぐって、内相

である自らに何も権限が許されていないことに不満だったと述べている。

この時点では、挙国一致内閣を維持したいハニーヤ首相は彼の辞表を受

け取らず、内相にとどまることを説得した。しかし、治安権限をめぐる

アッバース大統領との議論が一向に進行しなかった結果、内相は5月14
日、もう一度辞表を提出し、ハニーヤ首相がこれを受け取った。そこで

ハニーヤ首相が内相を兼任するという形になり、このことはアッバース

大統領を激怒させた。そうした動きを受けて、ガザでのハマース・ファ

タハ間の衝突は激化の一途をたどっていた。6月13日、ハマースはガザ
北部を制圧し、閉鎖軍事区域を宣言する。そこに至り、翌日アッバース

大統領はついにハマース内閣を解任し、大統領令による政治運営を宣言

した。それを受け、ガザのハマース軍事部門はファタハをガザから駆逐

した12。15日には、アッバース大統領がサラーム・ファイヤード（Salām 
Fayyāḍ）を首相に任命した。ハマースのマフムード・ザッハール
（Maḥmūd al-Zahhār）外相は「我々こそがPAである。ハマースがガザと
そして西岸を統治すべきである。起こったことは、選挙結果に対する本

当のクーデターである」とコメントした。こうしてファタハがPAを運営
する西岸と、ハマースがPAを運営するガザという、PAの分裂が起こっ
たのである。国際社会は西岸のPAに対する支援を即座に決定し、他方、
ガザはそれまで以上に封じ込められることになった。 

このように、挙国一致内閣への度重なる努力は功を奏さなかった。

挙国一致内閣の結成は、期待された国際社会の承認を得ることができな

かっただけでなく、大統領と内閣の関係性そのものを変えるものではな

かったからである。内閣の側は、人民の委任にもかかわらず、実質的な

権限を持てずにいる状態に不満を募らせていた。そして、治安部隊間の

衝突や、ハマース・ファタハメンバー・支持者の小競り合いが深刻化し

ていたにもかかわらず、大統領が重要な治安権限を譲ろうとしない状況

は変わらなかった。双方とも、パレスチナ人からの委任に基づく正当性

を主張することのできる大統領と内閣という二つの部門が、それぞれの

                                                
12 国際社会がこの行為を「ハマースによるクーデター」と呼ぶ傾向もあったが、ハマー
スは、人民に選出された政府に対してファタハが企てようとしたクーデターに対する対
応だと述べている。実際、ハマースとファタハの対立が激化する最中、米国によるファ
タハへの軍事支援が著しく増大したことはしばしば指摘されており（e.g. Longo and Lust 
2011; Tuastad 2010; Turner 2006）、ハマースの側としてはそのようなファタハの「準備」
に不信感を抱いても不思議ではないと考えられる。 
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下に異なる治安部隊を作り制度化したことは、それまでも問題となって

きた警察・治安問題をより深刻化させたと考えられる。加えて、ガザで

の戦闘はPAを直接分裂させるものではなかった。というのも、ハマース
の軍事部門はガザの一部を制圧したに過ぎなかったからである。それを

制度上PAの分裂に至らしめることを可能にしたのは、首相と閣僚を解任
する大統領の憲法上の権限であった。 

本節では、2006年1月から2007年6月を対象として、ハニーヤ内閣の
結成から、挙国一致内閣の結成と瓦解までの政治過程を追跡した。そこ

からは、大統領と内閣は実際に制度に注意を払っており、制度上の権利

を主張して政治闘争を展開したことが明らかとなった。そして、半大統

領制という制度は、ファタハが議会と大統領の両方を支配した時代に、

大統領への権力集中をバランスさせるために導入されたものであったが、

ハマースが選挙に参加、勝利したことは、同制度の役割を変えたといえ

る。半大統領制は、この新たな状況において、軍事部門を持つ二つの政

治党派が、制度に則りながら正当な権限を主張しあう舞台を用意し、大

統領と内閣、ひいてはそれらが属する政治党派間の対立を助長したとい

いうるのである。半大統領制の導入は、内閣に議会と大統領の双方に責

任を負う大統領議院内閣制の形をとって相互の結び付きを強めたのであ

るが、さらに大統領と内閣が異なる党から出るという政治状況において

は、同制度は大統領の権限を強めたと言えるだろう。 

 

5. おわりに  
本稿は、ハマースが議会選挙に勝利した後のパレスチナで、なぜPAの分
裂に至るほどハマース・ファタハ間の対立が激化したのか、という問い

について、PAの執政制度に着目して一つの説明を提示することを目的と
した。そして、この問いにアプローチする上で、半大統領制という不安

定を招きうる制度は、なぜ、誰によって導入されたのか、さらに、導入

された制度は、当初の意図どおりに機能したのだろうか、それとも意図

せざる結果を招いたのだろうか、もしそうであるならばその要因は何だ

ったのか、という問いを設定した。 

以上の問いに対する本稿の結論は以下である。第1に、半大統領制
という制度は、国際社会の介入だけでなく、大統領への権限の集中をバ

ランスさせようというPAの体制内反対派の意図の中で導入された。第2
に、半大統領制は、ファタハ政権の時期においても意図通りの帰結をも

たらさず、さらにはハマース政権の時期に明らかになったように、PAの
分裂を実質的に可能にした。第3に、意図通りの帰結をもたらさなかっ
た要因は、ハマースの選挙参加と勝利という政治変動が半大統領制の機

能の仕方を変えたこと、そしてこの新たな状況において半大統領制が、
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大統領と内閣の双方が制度に則った形で自らの正当性を主張しあう政治

闘争を繰り広げる基盤を用意し、それぞれが所属する政治党派間の対立

の激化を助長したこと、そして実質的にこの制度が大統領の権限を強め

たことにある。ハマースがガザの一部を制圧した時も、まだPAは分裂し
ていなかったが、そのタイミングでPA大統領が首相を解任し、新首相を
任命した時点でPAは分裂したといえる。そのため、首相の解任権限は、
PAの分裂を実質的に可能にしたといえるだろう。そして、PA大統領か
ら権力の多くを削ごうとした半大統領制の導入は、大統領と内閣を分立

させるのではなく、内閣に議会と大統領の双方に責任を負う大統領議院

内閣制の形をとって相互の結び付きを強めたのであり、さらに大統領と

内閣を異なる党が占めるという政治状況においては、同制度は大統領の

権限を強めたと言いうる。 

最後に、パレスチナのように不安定で「制度はあって無いようなも

の」と見られがちな事例においても、実際の政治過程を追跡すると、パ

レスチナの政治アクターは制度に注意を払っており、制度に則った政治

闘争を繰り広げようとしていたという点を指摘できる。言いかえれば、

制度は彼らの振る舞いをある程度まで規定していたといえるのである。 
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